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研究成果の概要（和文）：2009 年から 4 年間にわたりインドシナ三国（ベトナム、ラオス、カ

ンボジア）の国境地帯に広がる山地・丘陵地域においてフィールド調査を行い、各国が展開し

ている経済政策、森林政策のもとで、それぞれの地域において「持続可能な発展」という視点

からさまざまな問題を抱えている実態を明らかにした。得られた知見に基づき、それぞれの地

域の実情に応じて、損なわれた自然環境を修復して「持続可能な発展」を目指す開発モデルの

枠組みを構築した。 

 
研究成果の概要（英文）：Issues on sustainable regional development in the hilly areas of 
Indochina countries (Vietnam, Laos and Cambodia), in which different economic and 
forestry policies have been taking were investigated through the four-year field surveys 
since 2009. Based on the results of the field investigations, we have developed a model 
framework for sustainable development of each area/region in a manner of environmental 
restoration taking into account of various and different local circumstances. 
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2012 年度 3,100,000  930,000  4,030,000   
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１．研究開始当初の背景 
 インドシナ地域は、独立後、半世紀あまり
を経て、国や地域によりその段階や方法に違
いはあるものの、戦乱から平和へ、社会主義
経済から市場経済へという大きな変革の流
れを経験してきた。 
 これと軌を一にするように農業の近代化
が進められ、1990 年代後半のアジア通貨危
機を契機とする経済構造の転換が進む中で
も、農業を主産業とする多くの地域では、右

肩上がりの経済発展モデルの残滓を引きず
りながら、世界市場への競争的展開をにらむ
モノカルチャー志向、大規模志向、肥料・農
薬への依存などの農業開発戦略が続けられ
た。 
 しかしながら近年、インドシナ地域のみな
らず他のアジア、アフリカ、中南米など類似
の農業生態環境を持つ地域との競合を背景
に、従来型の大規模地域開発モデルの優位性
に翳りが見え始めてきた。例えば、ベトナム



 で近年急激に生産が拡大したコーヒーは世
界第２位の輸出量を誇るに至ったが、それは
一方で世界市場でのコーヒー価格の暴落を
招き、また土地の適性を無視した開拓により
修復が困難な損失を被った農家も数多い。キ
ャッサバ、香辛料など多くの換金作物も同様
の経緯をたどり、同時に森林資源や水資源の
枯渇・劣化といった問題も引き起こしてきた。 

 
 
 
 
 
 

 こうした個々の地域の状況は、ローカルに
は世帯経済の不安定化、開発に伴う生態環境
の破壊、自然災害に対する脆弱性の増大など
をもたらすとともに、国全体としての都市部
と農村部の格差拡大や、流域を通じた国際的
な環境・経済問題にも影響を及ぼしている。 
 従来型の地域開発の問題点は、生産量や規
模の拡大を志向するあまり、地域の生態的・
文化的特質や、担い手である小農民の世帯経
済の安定性確保を省みなかったことである。
こうした開発方式やその産品に基づく経済
を全否定することは現実的ではないが、将来
に向けてそれらを代替あるいは補完する手
段の模索は今こそ必要である。そのためには、
世界経済のダイナミクスに目を向けながら
も、地域の生態やそれに根ざす文化に立脚し
た、新たな生産・資源管理システムのあり方
とその実現手段を示すことが求められる。 
 
２．研究の目的 
 従来型の大規模な農業開発、地域開発の影
響がさまざまな形で顕在化してきたベトナ
ム、ラオス、カンボジアのインドシナ三国を
対象に、21 世紀の開発オルタナティブとして
の「環境修復型生産マネジメントシステム」
の構築に向けて以下について明らかにする。 
(1) 地域特性の把握と従来型地域開発モデ
ルの影響評価：研究対象地域の地域特性と従
来型の地域開発モデルが与えた影響を、生態
環境、世帯および地域経済、暮らしとコミュ
ニティの観点から評価する。 
(2) 環境修復型生産マネジメントシステム
の構築：地域特性や在来技術を活かし、従来
型開発の弊害を軽減する新たな生産オプシ
ョンや資源管理システムと、それらを核とし
た地域開発モデルを提示する。到達目標とし
て、①個々の地域・時点における最適性だけ
でなく、地域間の影響や時代の変容といった
マクロな観点からの耐久性・柔軟性をもち、
②少数民族や女性・高齢者といった社会的弱
者層が実践可能なオプションを含むソリュ
ーションの提示をめざす。 
 
３．研究の方法 
(1) 調査対象地域とその概要 
 本研究は、社会、経済、開発、環境のさま
ざまな側面で転換期を迎えているインドシナ
地域の三ヶ国を対象とする。とくに、地理的
条件から各国の重点政策地域から外れ、また 
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図 1 インドシナ三国の調査地域 
 
少数民族などの社会的・経済的弱者層の居住
地域にあたる①ベトナム中南部、②ラオス南
部、③カンボジア北東部に複数の研究対象地
を設定し（図 1 参照）、フィールド調査研究
を進めた。 
(2) 調査研究方法・内容 
 上記の研究目的(1)を主軸に、地図、統計
情報ならびに衛星画像、ディジタル標高モデ
ル等の各種 GIS データを用いて、調査対象地
域の地形、土地被覆、植生等のデータベース
化と空間分析による特徴抽出を行い、これと
並行して、各対象地域において以下の研究を
実施した。 
①ベトナム中南部 
 これまでの関連研究で現地との協力体制
が整っているフエ省アルーイ県を対象に、小
規模国際援助事業も含む従来型開発の影響
を評価し、今後の農林業生産および環境管理
の方向性や具体的手段を検討するための詳
細な調査を実施した。重点的な課題として、
(ⅰ)一部村落に試験導入された住民参加型
森林管理制度に関し、その運用状況や住民に
よる森林資源の保全・利用実態、森林管理に
対する意識や今後の意向について把握する
こと、(ⅱ)当該地域における民族固有の食文
化、食料資源利用について、移動耕作時代か
ら定住化、近代化に至るこの 50 年間の変化
を調査し、次世代への継承・復活の可能性や
人びとの意向、地域資源管理との連携につい
て検討すること、の 2項目を設定した。 
 また、ダナン市において、住民の環境意識
および環境教育に関する聞き取り調査や実
践的取り組みの評価を行い、環境を軸とした
都市～農村連携の可能性について検討した。 
 さらに、クァンナム州のアヴン川上流域で
のダム建設に伴う村落移転によって、対象住



民の土地利用や農業生産が受けた影響を調
査し、今後の持続的な生業・資源管理システ
ム構築に向けた基礎分析を行った。 
② ラオス南部 
 東チャンパサック県パクセ市周辺を対象
に、近年の開発動向や環境変化に関する資料
収集と現地調査を実施した。また、少数民族
による在来型生産システムの実態と変容に
ついて、チャンパサック大学ならびに行政当
局との連携のもとに滞在型調査拠点を設け、
社会構成や生業、土地利用に関する詳細な滞
在型調査を実施した。とくに、焼畑を制限す
る森林政策の影響下で食料生産や在来の農
業・土地利用形態がどのように変容している
かに主眼を置き、衛星画像解析の結果と併せ
て、持続的な土地・森林利用と食料生産に向
けた地域生業モデルについて検討し、近年の
土地利用変化の社会経済的な要因分析を行
った。 
③ カンボジア北東部 
 王立農業大学（カンボジア）の協力を得て、
ラタナキリ州における開発動向と自然環境、
生産・生活環境、社会・経済環境の変化に関
する基礎情報の収集と調査課題の抽出、調査
体制の整備を行った上で、同州セサン川流域
に調査村落を設け、社会構成、生業、土地利
用に関する基礎調査を、州農業局の協力を得
て実施した。焦点として、(ⅰ)在来型の農業
生産、土地利用の時空間特性と民族的特徴、
(ⅱ)近代型商品作物生産（ゴム、カシューナ
ッツ）の拡大実態と地域住民の生計、土地利
用への影響、および(ⅲ)上流部（ベトナム側）
でのダム開発による生活、生産への影響、を
把握することを基軸にした分析を行った。と
くに、（ⅰ）Vuensai 郡における洪水、干ばつ
等の自然災害による生活、農業生産への影響
評価、（ⅱ）Oyadav 郡における焼畑を中心と
した在来農業・資源利用システムの実態把握
と利用可能資源の把握を基軸にした分析を
行い、生業多様化を含めた資源利用オプショ
ンのポテンシャルの評価を試み、在来の生
産・資源利用モデルとその変容についてとり
まとめた。 
 
４．研究成果 
（1）基礎データ取得と調査計画立案 
 対象地域の衛星画像・GIS データベースを
作成するとともに、インドシナ三国の関係機
関との調整により、ベトナム中南部、ラオス
南部、カンボジア北東部での調査村落の選定、
調査実施計画の策定を行った。 
（2）ベトナム中南部 
 フエ省山間部において、（ⅰ）住民参加型
森林管理の実態と当該事業に関わる主体の
役割・関係性、（ⅱ）屋敷林の有効利用によ
る商品作物栽培の適性評価について調査・分
析し、学会・論文発表を行った。また（ⅲ）

都市および周辺農村域での食品安全と発酵
食品利用についての基礎調査を実施した。 
 クァンナム省のダム開発による移転村落
では、劣悪な土地条件のもとでの耕作を余儀
なくされた結果、遠方の森林への耕作拡大や、
より好条件の場所への自主的な再移転の計
画が進んでいることが分かった。 
 地域ごとに多様な自然・社会条件や開発の
影響の中で、持続可能な生産・資源管理シス
テムを構築していく上でこれらの知見は極
めて重要な課題となるものであり、引き続き
調査研究の深化を図る必要性が確認された。 
（3）ラオス南部 
 ラオスにおける森林政策の変遷を精査す
るとともに、チャンパサック県内の自然保護
区に隣接する事例村落（Pathoumpon 郡
Thopsok 村）での生業、土地利用、森林利用
の実態と政策の影響についての基礎調査を
実施した。その結果、複数の主体が行った土
地利用政策により焼畑の継続と休閑地への
チークの植林が確認されると共に、土地利用
政策の実施による土地の所有形態や農事暦
の変化が見られた。そして、トップダウン型
の森林政策と農村住民の森林需要が衝突し
た結果、休閑期間のない持続的利用上問題の
ある土地利用の実態が明らかになった。 
 次いで、ラオス南部における小規模チーク
林業地の拡大過程、およびその分布の変化を
明らかにした。さらに、土地利用政策と村の
地域経済の双方の視点から、この地域の小規
模チーク林業の課題を整理した。その結果、
土地利用上の問題以外に、チーク林業の拡大
に伴う林産資源の摂取量の増大という新た
な課題が明らかになった。 
 さらに、Pathoumpon 郡の過去の土地利用の
変化の要因を明らかにするため、郡内 10 村
を対象として、世帯レベルでのサンプル調査
を行った。今後、解析を進め、成果を公表す
る予定である。 
（4）カンボジア北東部 
 まず、衛星画像解析による分析結果から、
ラタナキリ州では 1989 年から 2010 年の間に
州全体の森林面積率が 65%から 47%に減少し、
近年、開発が著しく進んでいる実態を明らか
にした。 
 ラタナキリ州では、とくに 2000年代以降、
外来資本によるプランテーションや中小規
模の農場開発が多数実施されてきた。こうし
た開発の問題点として在来住民からの土地
収用や半強制的土地買収がしばしば指摘さ
れているが、このような直接的影響に加え、
州外からの人口流入や各種開発に伴う貨幣
経済の波及が現地社会を大きく変化させて
いるという問題がある。これについて、Pong
村住民、プランテーション・中小農場労働者、
移入小農・小作農、プランテーション・中小
農場経営者・管理者に対する聞き取り調査を



行った結果、様々な生存基盤を持つ在来住民
や移入者が外来資本による農地開発という
新しい環境に好むと好まざるにかかわらず
ある程度主体的に適応して行動しているこ
と、在来住民・外来資本・移入者が相互に関
係する社会・経済秩序が構築されつつあるこ
と、等が明らかになった。 
 調査村の一つである Vuensai 郡 Pong 村は
ラオ民族の人びとが住む村であるが、滞在調
査を行った結果、微地形や水利条件によって
洪水被害の程度に大きな差があること、住民
への情報伝達手段が十分でなく世帯による
災害対応能力に影響していることが明らか
となった。さらに、2007 年以降、同村に割り
当てられた共有林（コミュニティ・フォレス
ト）の利用および管理実態を調査し、住民の
森林資源に対する知識は高いものの、境界の
画定やアクセスの整備、利用規定の周知等の
管理上の課題が多いことが示された。 
 他の一つの調査村である Oyadav 郡 Pyi 村
は、陸稲生産のための焼畑を中心とする在来
少数民族（ジャライ）の居住域である。この
村の数世帯を対象に焼畑の耕作・移動歴を調
査し、陸稲および各種作物の生産と森林資源
利用の実態を把握するとともに、村全域にお
ける土地・森林資源の評価に向けた地図化を
進めた。各世帯では、土地の性質や生産性、
前年の収穫状況、商品作物（キャッサバ、カ
シューナッツ等）の価格変動等を考慮して、
流動的に耕作地や作物の選択を行っている
ことが明らかとなった。また同村においても、
近年、カシューナッツやゴム等の商品作物の
導入が著しく、コンセッション方式の外部か
らの開発も進んできている。そのため安定し
た焼畑耕作の展開が損なわれ、土地利用上の
多くの問題を抱えている実態が明らかとな
った。 
（5）環境修復型開発モデル 
 以上の調査研究を通じて得られた知見は、
多様な民族が営む在来の農業、資源利用シス
テムについての研究蓄積が乏しいインドシ
ナ中部地域において、急速に進行するプラン
テーション・経済開発の影響を考慮しつつ、
それぞれの土地適性や民族性を反映した生
産・資源管理システムを構築する上で貴重な
知的基盤をなすものである。 
 これらを軸として、地域特性、在来技術、
土地利用政策、住民参画のもとでのゾーニン
グ・集落発展計画づくり、地方政府のガバナ
ンス等の要素を基本とする環境修復型開発
モデルの大枠を提示した。このモデルでは、
地域の発展ニーズや国や地方の発展施策の
展開に応じて、地域住民が主体となり調和的
地域発展をもたらす地域施策のオプション
を誘導することに重点が置かれている。今後
は、調査結果のより詳細な分析を進めると共
に、プロジェクト終了後も現地モニタリング

調査を継続的に行い、それらの結果を踏まえ
てモデルの精緻化を図り、政策提言のツール
として実用化することを目指したい。 
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